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１大分県の概況
（１）地図で見る大分県

本県は温暖な気候と温泉地として
有名な別府・湯布院、起伏に富ん
だリアス式海岸や湧水など豊かなだリアス式海岸や湧水など豊かな
自然に恵まれた全国有数の観光地

－１－

産業では世界最大の溶鉱炉をもつ
新日鐵大分製鐵所を始め、近年、
大分キヤノンやダイハツ九州など
大型の企業立地が進んでいます。



１－（２）主要経済指標等

■ 県内総生産に占める製造業の比率(23.7%)は九州トップ(平均15.0%)
■ 県内経済発展の牽引役として活発な生産活動を展開

項 目

人 口 121万人
九州 6位
全国34位

人口１０万人当たり
留学生数 327.7人

九州 1位
全国 2位

市町村数 18
（14市3町1村）

九州 1位
全国 4位

一人当たり
2,594千円

九州 2位

大分県 順 位 出 所

総務省「国勢調査」(平成17年)及び日本学生支援
機構調「留学生数」(平成20年5月1日)

総務省「国勢調査」(平成17年)

県市町村振興課調(平成21年4月1日)
※順位は昇順（少ない方から）

内閣府「県民経済計算」（平成18年度）

■ 県内経済発展の牽引役として活発な生産活動を展開

行政のスリム化が進展
(58市町村→18市町村）
◇市町村数の減少率

全国５位(平成11～21年)

製造業従事者数の増加率
全国１位(平成14～19年)

県民所得 2,594千円 全国32位

製造品出荷額等 4兆2,510億円
九州 2位
全国25位

鉱工業生産指数 88.6
九州 4位
全国 7位

有効求人倍率 0.46
九州 1位
全国16位

経済産業省「工業統計」（平成19年）

経済産業省・都道府県統計主管課(平成21年5月)

厚生労働省「一般職業紹介状況」(平成21年7月)

内閣府「県民経済計算」（平成18年度）

－２－

世界同時不況により全国の
生産指数が底をうった平成
21.2～5月の回復率(19.4%)
全国５位、九州内１位

平成9年5月以降、九州1位を堅持



１－（３）道路整備の状況

■ 東九州自動車道をはじめ産業集積や生活の基盤となる道路整備を進めています。

地域高規格道路 中津日田道路 都市計画道路 庄の原佐野線

大分自動車道 大分光吉IC（フル化）

【平成20年９月供用】

【平成20年８月供用】

【平成20年度一部供用】

大分市内には４つのフルＩＣが設置され、同一市
内整備数は九州最多

地域高規格道路 中九州横断道路
津久見IC～佐伯IC
東九州自動車道

【平成20年6月開通】
【平成20年３月供用】

－３－

千歳IC～大野東IC～大野IC

開通効果により、隣接区間の交通量も大
幅に増加（最大１２２％増）し、県南へのア
クセスが飛躍的に向上



２ 大分県の財政状況

（１）普通会計決算の概要

■ 実質収支は３３年連続、単年度収支は２年ぶりに黒字を確保
■ 県税収入は製造業の減益等に伴う法人二税の落ち込み等

により減
■ 県債は臨時財政対策債が発行増になったものの、退職手当

年 度

平成15年度 379 ▲ 54

平成16年度 535 156

平成17年度 714 179

実質収支 単年度収支

(単位：百万円）

1,840
1,794 1,776 1,739 1,756 1,709

1,157

6,323
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5,667
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公債費

扶助費

歳出合計

■ 県債は臨時財政対策債が発行増になったものの、退職手当
債等の発行抑制に努めたことにより減

■ 義務的経費（人件費、扶助費、公債費）は職員定数の削減
努力等により、ほぼ横ばいで推移

1,028

1,097
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平成18年度 2,581 1,867

平成19年度 2,570 ▲ 11
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２－（２）県債残高の状況

733
1,027

9,300

9,800

億円

9,817
9,899 9,909 9,900

9,968 10,001

9,084
8,872

8,660
8,474 8,410

8,288

1,027
1,249

1,426 1,558 1,713

7,800

8,300

8,800

9,300

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

臨時財政対策債

通常債

■ 県債残高は微増傾向ですが、通常債（臨時財政
対策債 を除く県債）の残高は一貫して減少

(単位：千円）

県民一人あたりの県債残高

－５－

対策債※を除く県債）の残高は一貫して減少
※臨時財政対策債…地方交付税の替わりに発行する地方債であり、

その全額が後年度に交付税措置される。

国の財源不足対策として臨時財政対策債や退職
手当債の増発を余儀なくされるなか「事業の選択
と集中」による事業費の縮減や有利な起債を最大
限に活用する財政運営に努めている結果です。

理由は

年 度

平成15年度 800 285

平成16年度 808 289

平成17年度 811 292

平成18年度 813 295

平成19年度 820 308

平成20年度 826 316
※実質残高とは償還財源として後年度交付税措置等があるものを控除したもの

(単位：千円）

残 高 実質残高
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２－（３）基金残高の状況

798

８８７８8８
８６７

８１５８３４
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財政調整用基金 その他の基金

■ 財政調整用基金※は行財政改革の取組に

財政調整基金＋減債基金の合計残高の比較

－６－

■ 財政調整用基金※は行財政改革の取組に
より400億円程度の水準を維持

■ 20年度末の財政調整基金と減債基金の
合計残高は全国で８番目に多いストッ
クを確保 (速報値)

※財政調整用基金＝財政調整基金＋減債基金（満期一括債積立分除き）

大 分 県 39,925 316,141 12.6
全国４位
九州２位

九州平均 27,969 416,070 6.7

全国平均 35,807 579,772 6.2

残 高
標準財政規模に
対する割合

（百万円） （％）
対 象

標準財政規模

（百万円）



２－（４）決算指標

財政健全化指標の概要

早期健全化基準
【黄信号】

財政再生基準
【赤信号】

１．実質赤字比率
一般会計及び一般会計に
準ずる会計（母子寡婦福祉 ３．７５％ ５％

比 率 対象範囲

健全化判断比率項 目

実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 参考： 20年度 ▲0.84 / 19年度 ▲0.81

連結実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 参考：20年度 ▲4.94 / 19年度 ▲5.20

主 要 指 標

20年度決算 19年度決算 備 考

単位：百万円

◆充当可能基金 57,368

・財政調整用基金 35,732
・その他基金 21,636

◆充当可能特定歳入 22,815

◆年度末県債残高 1,004,445
◆債務負担行為 27,403

・PFI（アイネス） 574
・国営土地改良負担金 3,825
・森林総合研究所負担金 4,639
・地方共済組合賃借料 8,543

1,157

957
921 914 922

942 1,000

1,200

250

300

プライマリーバランスの状況

将来負担額 1,219,014

１．実質赤字比率
■一般会計等の実質赤字の比率

準ずる会計（母子寡婦福祉
資金、中小企業設備導入資金
等）

３．７５％ ５％

２．連結実質赤字比率
■全会計の実質赤字の比率

１に病院局、企業局、流通
業務団地等の公営企業会
計を加えたもの

８．７５％ １５％

３．実質公債費比率
■公債費及び公債費に準じた経費の比重を
示す比率

２に一部事務組合や広域
連合を加えたもの

２５％ ３５％

４．将来負担比率
■県債残高のほか、一般会計等が将来負担
すべき実質的負債を捉えた比率

３に土地開発公社等の県
設立団体及び損失補償等
を行っている団体を加えた
もの

４００％ －

連結実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 参考：20年度 ▲4.94 / 19年度 ▲5.20

実質公債費比率 12.8 11.9 全国平均：20年度 12.8 / 19年度 14.0

将来負担比率 212.4 212.4 全国平均：20年度 219.3 / 19年度 235.1

財政力指数 0.37281 0.35946 三位一体改革による税源移譲の影響

自主財源比率 38.6 40.4 企業収益の悪化による県税収入の減少

経常収支比率 98.0 98.7 職員定数の削減努力等により0.7ﾎﾟｲﾝﾄ改善

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率の備考欄は、黒字率を負数表示したもの

－７－

標準財政規模 － 元利償還金等に係る交付税算入額

316,141 57,281

〔 ５４９，９８６ 〕

〔 ２５８，８６０ 〕

・貸付金償還金 9,481

・公営住宅使用料 12,378

・貸付料（アイネス） 284
・市町村、受益者負担金 672

◆基準財政需要額算入額 588,845

・地方共済組合賃借料 8,543
・林業公社引受債務 9,822

◆公営企業債負担額 11,148
・病院事業 6,521
・港湾施設整備事業 3,215
・流通業務団地事業 1,412

◆退職手当支給見込額 176,001
◆出資団体への損失補償 17

・農地保有合理化事業等 17

156
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プライマリーバランス 公債費 起債額

平成13年度以降、８年連続で黒字を達成 ＝２１２．４

充当可能財源等 669,028



３行財政改革の状況
（１）行財政改革の成果と中期的な財政収支の試算

行財政改革プランの成果（Ｈ１６～Ｈ２０）

（収支改善額の推移） （単位：億円）

区 分 （Ｈ１５） Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 計
■ 一般財源ベースで

1,835億円の収支を改善

中期的な財政収支の試算（Ｈ２１～Ｈ２３）

新たな状況新たな状況
① 景気の急速な冷え込み
② 三位一体改革の思わぬ影響
③ 県が果たすべき役割や責任の増大

区 分 （Ｈ１５） Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 計

プラン目標額 198 246 280 342 389 1,455

実 績 額 48 334 270 304 365 514 1,835

上 積 額 48 136 24 24 23 125 380

（単位：億円）

1,835億円の収支を改善

■ 平成20年度末
財政調整用基金残高
358億円確保

H20.10H20.10
時点時点

さらにさらに

・Ｈ２０．２月補正予算で基金残高が４９億円回復 （＋４９億円）

・主要な一般財源見込みは６０億円減少 （△６０億円）
・職員給与における基礎年金の公的負担が３０億円増加 （△３０億円）

社会保障関係費の増嵩等を
加味し、収支を試算すると、
２１３億円の収支不足

今後の大きな変動要素を加味
すると収支不足は254億円に
まで拡大

－８－

区 分 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

歳 入 5,589 5,526 5,531

歳 出 5,749 5,709 5,680

要調整額(歳出－歳入) 160 183 149

財政調整用基金残高 119 △ 64 △ 213



(単位：億円）(単位：億円）

３－（２）今後の行財政改革の取組
「中期行財政運営ビジョン」

■ 平成21年度から23年度までの財政運営の羅針盤として「中期行財政運営ビジョン」を策定
■ 財政運営の持続性確保に向けて、引き続き行財政改革を継続

94.4

市町村に対する補助金の抜本的見直し

各種団体に対する貸付金の縮減

財政力に見合う規模への見直し

大規模公共事業負担の年度間調整

維持管理コスト等の削減 7.4

規模の見直し

使用料の段階的見直し

特定目的基金の整理・活用

特別会計の見直し

委託業務の廃止・直営化
仕様書の見直しや契約方法の改善

3.4

政策的経費の選択と集中

投資的経費の見直し

歳 出 削 減 策

2.5

51.0

194.4

県税収入等の確保 7.9

県有地の駐車場用地としての活用

職員宿舎・住宅の廃止、売却等

ﾈｰﾐﾝｸﾞﾗｲﾂの拡大等による新たな収入の確保

使用料・手数料の見直し

公共事業の分担金・負担金の負担割合の見直し

土地開発基金等の規模是正、一般財源への繰入

市町村振興資金の規模見直し、出資金等の処分等

市町村との連携強化
厳正な滞納処分の強化

県有財産の有効活用 14.0

受益者負担の適正化 1.6

歳 入 確 保 策

基金・県債の活用 170.9

知事部局等一般行政部門 ２５０人の削減

教育部門 ７１人の削減

警察部門 技能労務職の非常勤職員への振替

公債費の抑制 0.8

県単独扶助費の見直し 0.1

29.2

借入時期の分散化、調達方法の多様化、
単年度負担の平準化、地方道路整備臨時貸付金
などの活用

所得に応じた負担のあり方の検討
市町村事務費助成の廃止の検討

総人件費の抑制

退職手当債･減収補てん債等の臨時的活用

288.8収 支 改 善 計 画 額

－９－

収支改善額

２８９億円

２３年度末
財政調整用基金

３５億円確保
(最低の目標)

更に上積み
努力で

３００億円
確保を目指す



４ 公営企業等の状況
（１）公営企業決算の状況

資金不足比率

20.0

△20.0△200.0△300.0

0

経営健全化

赤字黒字

◆公営企業会計ごとの資金の不足額
（流動負債の額から流動資産の額を

控除した額）の事業の規模に対す
る比率

◆公営企業の資金不足を、公営企業
の事業規模である料金収入の規模

■ 工業用水道事業、電気
事業は黒字経営を継続
しています。

■ 病院事業は平成18年4
月に地方公営企業法を
全部適用し、抜本的な

平成２０年度 平成１９年度 平成２０年度 平成１９年度 平成２０年度 平成１９年度

資産の部 29,167 29,052 19,561 19,204 19,780 20,203

固定資産 24,215 23,038 13,589 13,286 15,439 15,747

流動資産 4,952 6,014 5,972 5,918 4,165 4,030

繰延資産 176 426

負債の部 1,321 1,305 1,959 1,652 1,326 1,628

固定負債 905 1,011 1,512 1,403 30 30

流動負債 416 294 447 249 1,296 1,598

資本の部 27,845 27,747 17,602 17,552 18,455 18,575

自己資本金 10,571 9,879 10,240 9,787 1,137 1,137

貸
借
対
照
表

（単位：百万円）

区 分
工業用水道事業 電気事業 病院事業

工業用水道事業

△222.7

(△279.8)

電気事業

△238.8

(△240.2)

病院事業

△23.0

(△18.9)

の事業規模である料金収入の規模
と比較して指標化し、経営状態の
悪化の度合いを示した指標

◆（ ）は19年度数値

－１０－

全部適用し、抜本的な
経営改善に取り組んで
います。

■ 経営健全化指標である
資金不足比率は、資金
の不足がなくいずれも
黒字となっています。

自己資本金 10,571 9,879 10,240 9,787 1,137 1,137

借入資本金 4,619 4,902 4,087 4,417 11,143 11,720

剰余金 12,655 12,966 3,275 3,348 6,175 5,718

負債・資本合計 29,167 29,052 19,561 19,204 19,781 20,203

総収益 2,155 2,141 2,437 2,460 14,130 14,785

営業（医業）収益 2,037 2,044 2,314 2,359 12,514 12,806

営業（医業）外収益 118 97 123 101 1,614 1,848

特別利益 2 131

総費用 1,614 1,532 2,057 2,096 14,346 15,033

営業（医業）費用 1,434 1,353 1,844 1,865 13,297 13,576

営業（医業）外費用 180 179 213 225 1,043 1,448

特別損失 6 6 9

純損益 541 609 380 364 ▲ 216 ▲ 248

損
益
計
算
書



４－（２）地方３公社の状況

■ 3公社とも経営の効率化に努めており、前年度に引き続き当期利益を確保しています。
■ 県の「将来負担比率」に算入されるべき公社に対する債務保証・損失補償はありません。

（単位：百万円）

区 分
大分県土地開発公社 大分県道路公社 大分県住宅供給公社

平成２０年度 平成１９年度 平成２０年度 平成１９年度 平成２０年度 平成１９年度

出資団体数 1 1 1 1 1 1

30 30 10,975 10,975 10 10

30 30 10,975 10,975 10 10

0 0 0 0 0 0

15,823 11,777 2,094 2,933 1,285 1,445

412 441 38,564 38,062 2,737 3,130

0 0 0 0 0 0

16,235 12,218 40,658 40,995 4,022 4,575

5,592 3,513 210 96 1,116 1,194

9,050 7,125 5,178 6,653 1,385 1,481

24,295 23,271

14,642 10,638 29,683 30,020 2,501 2,675

30 30 10,975 10,975 10 10

1,563 1,550 1,511 1,890

1,593 1,580 10,975 10,975 1,521 1,900

負債・資本合計 16,235 12,218 40,658 40,995 4,022 4,575

区 分

特別法上の引当金等

総 額

本 県

その他団体

流動資産

出
資
状
況

出
資
金
額

貸
借
対
照
表

資
産

負
債

資
本

固定資産

繰延資産

資産合計

流動負債

固定負債

負債合計

資本金

剰余金

法定準備金

資本合計

－１１－

営業収益 (a) 1,082 4,378 1,665 1,775 859 819

営業費用 (b) 1,060 4,354 664 812 746 767

一般管理費 (c) 13 29 76 81 56 61

営業利益 (d=a-b-c) 9 ▲ 5 925 882 57 ▲ 9

営業外収益 (e) 24 19 29 25 3 12

営業外費用 (f) 0 1 84 102 103 42

経常利益 (g=d+e-f) 33 13 870 805 ▲ 43 ▲ 39

特別利益 (h) 1 1

特別損失 (i) 20 6 337 12

特定準備金計上前利益 (j=g+h-i) 13 7 870 805 ▲ 379 ▲ 50

特定準備金取崩 (k) 383 53

特定準備金繰入 (l)

法人税等 (m)

当期利益 (n=g+h-i-m) 13 7 870 805

（住宅供給公社） (n=j+k-l-m) 4 3

損
益
計
算
書

経
常
損
益

特
別
損
益



４－（３）県出資法人の状況

大分県の出資比率が５０％以上の団体等の平成２０年度財務状況
（単位：百万円）

団 体 名 業務概要

基本財産・出資金 貸借対照表 損益計算書

総収益 経常損益

資産合計 負債合計

1 （財）大分県公営企業協会
県が行う発電事業に係る業務の受託並びに県及び市町村が
行う工業用水道事業及び上水道の汚泥処理業務の受託等

20 20 54 29 25 81 0 0

2 （財）大分県文化スポーツ振興財団 県有施設の維持管理及び文化事業の企画・実施 130 130 1,101 84 1,017 563 5 5

3 （株）大分高速鉄道保有 鉄道施設の改良工事及びその施設の貸付 238 196 790 686 104 58 ▲ 16 ▲ 17

4 （財）大分県産業創造機構
中小企業支援（相談窓口設置、人材育成、下請振興、情報
化支援）、ベンチャー支援、研究調査等

1,643 906 8,195 6,042 2,153 673 193 5

5 （財）大分県総合雇用推進協会 地域雇用開発、高年齢者雇用、障害者雇用に関する業務 1,262 950 1,341 57 1,284 237 ▲ 35 ▲ 35

6 （株）大分ブランドクリエイト 大分県フラッグショップの経営 95 50 73 16 57 184 1 0

当期損益

団 体 名 業務概要
うち県出資額

資本合計
または

正味資産

総収益
または
当期収入
額合計

経常損益
または

当期正味
資産増減額

－１２－

6 （株）大分ブランドクリエイト 大分県フラッグショップの経営 95 50 73 16 57 184 1 0

7 （社）大分県農業農村振興公社
農地保有合理化事業、畜産公共事業、農業人材確保・育成
事業及び大分農業文化公園の管理

1,238 763 2,593 1,109 1,484 1,071 90 90

8 （財）大分県森林整備センター 林業労働力の育成確保 4,752 3,752 4,755 66 4,689 568 38 17

9 （社）大分県漁業公社 放流用、養殖用種苗の生産販売 84 50 175 70 105 200 ▲ 21 ▲ 21

10（財）大分県建設技術センター 土木工事の積算業務の受託 30 20 809 88 721 324 41 26

11（財）暴力追放大分県民会議 暴力団排除活動の推進 610 465 618 2 616 22 ▲ 3 ▲ 3



５ 市場公募債の発行計画

①個別発行市場公募債の発行実績及び計画
年度 発行額 償還年限 発行月 表面利率 応募者利回り 対国債ＳＰ

②共同発行市場公募債の発行実績及び計画

年度 発行額 償還年限 発行月

３０億円 ７月

３０億円 ９月平成１９年度 １０年満期一括

年度 発行額 償還年限 発行月 表面利率 応募者利回り 対国債ＳＰ

平成１８年度 １００億円 １０年満期一括 １０月 1.80% 1.889% １６．４ｂｐ

平成１９年度 １００億円 １０年満期一括 １０月 1.87% 1.880% １６．５ｂｐ

平成２０年度 １００億円 １０年満期一括 １０月 1.57% 1.574% １４．０ｂｐ

平成２１年度 １００億円 １０年満期一括 １０月 1.35% 1.352% ９．０ｂｐ

－１３－

３０億円 ９月

４０億円 １１月

５０億円 ７月

５０億円 ９月

５０億円 ７月

５０億円 ８月

５０億円 １月

５０億円 ２月

平成１９年度

平成２０年度

平成２１年度

１０年満期一括

１０年満期一括

１０年満期一括



大分県のホームページのご案内

大分県総務部財政課

住 所 大分県大分市大手町３－１－１

ＩＲ資料に関するお問い合わせ先

http://www.pref.oita.jp/

住 所 大分県大分市大手町３－１－１

ＴＥＬ ０９７－５３６－１１１１（内２３５５）

０９７－５０６－２３５５（ダイヤルイン）

ＦＡＸ ０９７－５０６－１７１８

Ｅ－ｍａｉｌ ａ１１４００＠ｐｒｅｆ.ｏｉｔａ.ｌｇ.ｊｐ


